
お知らせ

「
猶
予
制
度
」と
は
？

　
納
税
者
が
納
期
限
ま
で
に

納
付
で
き
な
い
何
ら
か
の
原

因
や
事
情
が
あ
る
場
合
に
、

徴
収
の
緩
和
措
置
と
し
て
と

ら
れ
る
制
度
で
す
。
猶
予
制

度
に
は「
徴
収
の
猶
予
」
と

「
換
価
の
猶
予
」が
あ
り
ま
す
。

徴
収
の
猶
予
期
間
と 

該
当
事
由
に
つ
い
て

　
猶
予
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
期
間
は
、
１
年
の
範
囲

内
で
、
申
請
者
の
財
産
や
収

支
の
状
況
に
応
じ
て
、
最
も

早
く
市
税
を
完
納
す
る
こ
と

が
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
期

間
に
限
ら
れ
ま
す
。な
お
、猶

予
を
受
け
た
市
税
は
、
原
則

と
し
て
猶
予
期
間
中
の
各
月

に
分
割
し
て
納
付
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

※�

や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ

載
し
た
申
請
書
に
、
猶
予
該

当
事
実
を
証
明
す
る
こ
と
が

で
き
る
書
類
、
担
保
の
提
供

に
関
す
る
書
類
な
ど
を
添
付

し
て
、
市
長
へ
提
出
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
徴

収
の
猶
予
に
関
す
る
申
請
事

項
に
つ
い
て
は
、
徴
税
吏
員

（
収
納
課
職
員
）が
質
問
検
査

な
ど
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　
申
請
手
続
き
に
つ
い
て
は
、

徴
収
の
猶
予
と
同
様
の
手
続

き
と
な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
当
該
申
請
に
係

る
市
税
の
ほ
か
に
、
※

徴
収

金
の
滞
納
が
あ
る
場
合
は
、

適
用
し
ま
せ
ん
。

※�

徴
収
金
…
介
護
保
険
料
、
後
期

高
齢
者
医
療
保
険
料
、
給
食
費
、

保
育
料
、
下
水
道
使
用
料
な
ど

が
あ
り
ま
す
。

担
保
を
要
す
る
場
合

　
猶
予
す
る
税
額
が
１
０
０

万
円
を
超
え
、
か
つ
、
３
カ

月
を
超
え
る
猶
予
の
場
合
は
、

担
保
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

猶
予
が
認
め
ら
れ
る
と
…

　
猶
予
期
間
中
の
延
滞
金
の

全
部
ま
た
は
一
部
が
免
除
さ

れ
ま
す
。
ま
た
、
財
産
の
差

押
え
や
換
価（
売
却
）が
猶
予

さ
れ
ま
す
。

制
度
の
運
用
開
始

平
成
28
年
４
月
１
日
か
ら
施

行（
運
用
）さ
れ
ま
す
。

納
税
者
の
申
請
に
よ
る

「
換
価
の
猶
予
」制
度
の

創
設

　
納
税
者
が
次
の
事
由
に
該

当
す
る
場
合
、
市
税
の
納
期

限
か
ら
１
年
以
内
に
申
請
す

る
こ
と
に
よ
り
、
１
年
以
内

の
期
間
に
限
り
、
換
価
の
猶

予
が
認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。

市
税
を
一
時
に
納
付
で
き
な
い
方
の
た
め
の
猶
予
制
度

問　収納課

☎内線1061

【徴収の猶予に該当する場合】

①�震災、風水害、火災その他の災害を

受け、又は盗難にあったとき。

②�生計を一にする親族が病気にかかり、

又は負傷したとき。

③�事業を廃止し、又は休止したとき。

④�事業につき著しい損失を受けたとき。

※�「著しい損失を受けた」とは、申請前の1年間

において、その前年の利益の額の2分の1を超

える損失（赤字）が生じた場合をいいます。

⑤�上記①～④に該当する事実に類する

事実があったとき。

⑥�賦課の確定手続等が遅延した場合で、

その市税を一時に納付することがで

きない理由があると認められるとき。

り
、
申
請
す
る
こ
と
に
よ

り
、
猶
予
期
間
の
延
長
が

認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す（
当
初
の
猶
予
期
間

と
合
わ
せ
て
最
長
２
年
）。

申
請
手
続
等
に
つ
い
て

　「
徴
収
の
猶
予
」の
申
請
を

す
る
方
は
、
猶
予
該
当
事
実

の
詳
細
、
猶
予
を
受
け
よ
う

と
す
る
金
額
、
期
間
等
を
記

【換価の猶予に該当する場合】

　滞納者が市税を一時に納付又は納入

することにより、その事業の継続又は

その生活の維持を困難にするおそれが

あると認められる場合で、その者が市

税の納付又は納入について誠実な意思

を有すると認められるとき。

平成
28年度
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